
改正 現行 

東京都地域自殺対策強化補助事業補助金交付要綱 

 

平成２７年４月１日 

２７福保保政第１９号 

改正  平成２８年７月２０日 

２８福保保政第５７４号 

改正  平成２９年６月１５日 

 ２９福保保政第４１５号 

改正  平成２９年６月１５日 

 ２９福保保政第４１５号 

                      改正   平成３０年５月２２日 

 ３０福保保健第１９５号 

改正   令和元年６月６日 

３１福保保健第３３１号 

改正   令和２年５月２８日 

２福保保健第１３８号 

改正   令和３年７月２６日 

３福保保健第４０７号 

改正   令和４年６月３０日 

４福保保健第３２８号 

改正   令和５年７月２４日 

５保医保健第５４号 

 改正   令和６年６月２６日 

６保医保健第３３９号 

改正    令和７年７月４日 

７保医保健第３７８号 

改正    令和８年７月２日 

８保医保健第４０６号 

 

東京都地域自殺対策強化補助事業補助金交付要綱 

 

平成２７年４月１日 

２７福保保政第１９号 

改正  平成２８年７月２０日 

２８福保保政第５７４号 

改正  平成２９年６月１５日 

 ２９福保保政第４１５号 

改正  平成２９年６月１５日 

 ２９福保保政第４１５号 

                      改正   平成３０年５月２２日 

 ３０福保保健第１９５号 

改正   令和元年６月６日 

３１福保保健第３３１号 

改正   令和２年５月２８日 

２福保保健第１３８号 

改正   令和３年７月２６日 

３福保保健第４０７号 

改正   令和４年６月３０日 

４福保保健第３２８号 

改正   令和５年７月２４日 

５保医保健第５４号 

改正    令和６年６月２６日 

６保医保健第３３９号 

改正    令和７年７月４日 

７保医保健第３７８号 

 

 

 

東京都地域自殺対策強化補助事業補助金交付要綱 新旧対照表 



１から１０まで（現行のとおり） 

 

（補助金の支払） 

１１ 本補助金は、８の規定による交付決定に基づき、予算の範囲内において、交付 

決定を行う年度の４月１日から３月３１日までの事業実施予定分について、交付す

べき補助金の額を確定した後に支払うものとする。ただし、必要に応じて、概算払

をすることができる。 

 

 

１２から２１まで（現行のとおり） 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２８年７月２０日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成２９年６月１５日から施行し、平成２９年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成３０年５月２２日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年６月６日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年５月２８日から施行し、令和２年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年７月２６日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和４年６月３０日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年７月２４日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 

１から１０まで（略） 

 

（補助金の概算払） 

１１ 本補助金は、８の規定による交付決定に基づき、予算の範囲内において、交付 

決定を行う年度の４月１日から３月３１日までの事業実施予定分について、概算払

いをすることができる。 

 

 

 

１２から２１まで（略） 

 

附 則 

この要綱は、平成 27年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成 28年７月 20日から施行し、平成 28年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成 29年６月 15日から施行し、平成 29年４月１日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、平成 30年５月 22日から施行し、平成 30年 4月 1日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和元年６月６日から施行し、平成 31年 4月 1日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年５月２８日から施行し、令和２年 4月 1日から適用する。 

附 則 

 この要綱は、令和３年７月２６日から施行し、令和３年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和４年６月３０日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和５年７月２４日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 

附 則 



この要綱は、令和６年６月２６日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和７年７月４日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和８年７月２日から施行し、令和８年４月１日から適用する。 

 

 

 

（別添１） 

（現行のとおり） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

この要綱は、令和６年６月２６日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和７年７月４日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 

 

 

 

 

 

（別添１） 

（略）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（別添２）  

対象経費支払基準 

 

１～４  

（現行のとおり） 

 

■ 報償費 

（現行のとおり） 

 

■ 賃金 

（現行のとおり） 

【基準限度額】 

日給（実働７.７５時間） １０，４７０円 

時給（１時間当たり）  １，３５０円 

 

■ 報酬 

（現行のとおり） 

【基準限度額】 

区分 時給（１時間当たり） 

医師 ３，１５０円 

弁護士 ２，９２０円 

専門相談員（精神保健福祉士等） ２，３３０円 

相談員 １，９４０円 

 

■ 社会保険料等～負担金 

（現行のとおり） 

別紙様式第１ 

（現行のとおり） 

 

 

（別添２） 

対象経費支払基準 

 

１～４ 

（略）  

 

■ 報償費 

（略） 

 

■ 賃金 

（略） 

【基準準限度額】 

日給（実働７.７５時間） ９，５４０円 

時給（１時間当たり）  １，２３０円 

 

■ 報酬 

（現行のとおり） 

【基準限度額】 

区分 時給（１時間当たり） 

医師 ３，０５０円 

弁護士 ２，８３０円 

専門相談員（精神保健福祉士等） ２，２５０円 

相談員 １，８８０円 

 

 

■ 社会保険料等～負担金 

（略） 

別紙様式第１ 

（略） 

 

 



様式１－１～１－４ 

（現行のとおり） 

 

 

別紙様式第２～第３ 

（現行のとおり） 

 

様式３－１ 

 
様式３－３  

（現行のとおり） 

 

 

様式１－１～１－４ 

（略） 

 

 

別紙様式第２～第３ 

（略） 

 

様式３－１ 

様式３－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

様式３－３  

（略） 

 

 

団体名

○拡充要件に該当しない場合

円 0 円 0 円 0 円 0 円 円 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

円 円 0 円 0 円 0 円 円 円 0 円 円 0 円 0 円 0 円

円 円 0 円 0 円 0 円 円 円 0 円 円 0 円 0 円 0 円

計 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

○拡充要件に該当する場合

円 円 0 円 0 円 0 円 0 円 円 0 円 円 0 円 0 円 0 円

円 円 0 円 0 円 0 円 0 円 円 0 円 円 0 円 0 円 0 円

円 円 0 円 0 円 0 円 0 円 円 0 円 円 0 円 0 円 0 円

計 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

合計 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円 0 円

（注）
１　交付要綱別添1第1欄の種目ごとに記入すること。複数の種目で実施する場合は、行を追加すること。
２　「種目・事業名」欄には、事業種目の番号と事業名を記載すること。
３　「交付額」F欄には、「都補助基本額」E欄に、別添１で定める補助率を乗じて1,000円未満を切り捨てた額を記入すること。
４　「交付決定額」G欄には、東京都から交付決定を受けた金額を記入すること。
５　「受入済額」K欄には、東京都から概算払により交付を受けた金額を記入すること。
６　「差引過不足額」L欄には、「受入済額」K欄と「要補助金額」J欄との差額を記入すること。

都補助基本額
（C、Dのいずれか

少ない額）

E

差引額

Ａ－Ｂ＝Ｃ

対象経費の
支出予定額

Ｄ

受入済額

K

差引
過不足額

K-J=L

令和8年度東京都地域自殺対策強化補助事業補助金実績報告兼精算書

交付額
選定額

（FとGのいずれか

少ない額）

HE×補助率＝F

総事業費

Ａ

寄付金その他
の収入額

Ｂ

交付決定額

G

要補助金額

Ｈ－Ｉ＝J

種目・事業名
総事業費

寄付金その他
の収入額

差引額
対象経費の
支出予定額

都補助基本額
（C、Dのいずれか

少ない額）

交付額 交付決定額
選定額

（FとGのいずれか

少ない額）

仕入れに係

る消費税等
相当額

要補助金額

仕入れに係
る消費税等

相当額

Ｉ

種目・事業名

受入済額
差引

過不足額

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ＝Ｃ Ｄ E E×補助率（3/4）＝F G H Ｉ Ｈ－Ｉ＝J K K-J=L

様式３－１



 

別紙様式第４～６ 

（現行のとおり） 

 

別紙様式第４～６ 

（略） 

 


